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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １  当社は、四半期連結財務諸表を作成していませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては、記載しておりません。 

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３  持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。 

４  第51期第１四半期会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号  平成

22年６月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４

号  平成22年６月30日）を適用しております。当該会計方針の変更は遡及適用され、第50期第３四半期累計

期間及び第50期事業年度の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について遡及処理しており

ます。 

５  第51期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

６  第50期事業年度の１株当たり配当額８円には、創業50周年記念配当１円を含んでおります。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期

第３四半期 
累計期間

第51期
第３四半期 
累計期間

第50期

会計期間
自  平成22年８月１日
至  平成23年４月30日

自  平成23年８月１日 
至  平成24年４月30日

自  平成22年８月１日
至  平成23年７月31日

売上高 (千円) 2,822,045 2,554,196 3,937,486 

経常利益又は経常損失(△) (千円) 116,909 △56,955 232,571 

四半期(当期)純利益 
又は四半期純損失(△) 

(千円) 70,370 △38,072 138,745 

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 251,577 251,577 251,577 

発行済株式総数 (株) 8,994,000 8,994,000 8,994,000 

純資産額 (千円) 2,811,344 2,784,527 2,880,645 

総資産額 (千円) 4,081,830 3,904,707 4,613,426 

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額(△) 

(円) 8.03 △4.32 15.83 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) 7.99 ― 15.75 

１株当たり配当額 (円) 3.5 3.5 8 

自己資本比率 (％) 68.7 71.3 62.3 

回次
第50期

第３四半期会計期間
第51期

第３四半期会計期間

会計期間
自  平成23年２月１日
至  平成23年４月30日

自  平成24年２月１日 
至  平成24年４月30日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△) 

(円) 3.69 △6.65 
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当第３四半期累計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項の

うち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

（１）経営成績の分析 

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響で停滞していた企業の生産活動

が回復しつつあった一方で、タイで発生した洪水の影響によるサプライチェーンの混乱や、欧州の債

務危機問題を背景とした円高の長期化等により、景気は依然として厳しい状況で推移いたしました。

包装機械業界におきましては、顧客企業の設備投資需要に改善が見られ、緩やかな回復傾向で推移

いたしました。 

このような状況のなか、当社は積極的な広告宣伝・販売促進活動を推進し、新規顧客と新たなマー

ケットの開拓、新機種の拡販、海外販売の強化に取り組んでまいりました。 

当第３四半期累計期間における売上高につきましては、高価格機種の販売台数が減少したことか

ら、前年同期に対し267百万円の減収となりました。 

一方、受注高につきましては、新規開発機種をはじめとした大型案件の受注実績が増加したことか

ら、前年同期を上回りました。 

収益面につきましては、売上高の減少に伴い、売上総利益も前年同期を下回りました。一方で、販

売費及び一般管理費は、大型展示会費用の発生等に伴い前年同期より大幅に増加したことから、営業

損失及び経常損失を計上する結果となりました。 

以上の結果、当第３四半期累計期間の売上高は2,554百万円(前年同期比9.5%減)、営業損失46百万

円(前年同期は営業利益111百万円)、経常損失56百万円(前年同期は経常利益116百万円)、四半期純損

失38百万円(前年同期は四半期純利益70百万円)となりました。 
  

当社は、自動包装機械製造事業の単一セグメントでありますが、単一セグメントを品目別に分類し

た場合における品目別売上高の概況は次のとおりであります。 

給袋自動包装機は、販売台数は増加したものの高価格機種の実績が減少したことから、売上高は

1,338百万円(前年同期比8.5%減)となりました。 

製袋自動包装機は、販売台数が減少したことから、売上高は253百万円(前年同期比27.8％減)とな

りました。 

包装関連機器等は、包装システムの実績が減少したことから、売上高は169百万円(前年同期比

50.7%減)となりました。 

保守消耗部品その他につきましては、保守案件の実績が増加したことから、売上高は793百万円(前

年同期比19.3%増)となりました。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（２）財政状態の分析 

（資産） 

当第３四半期会計期間末における流動資産の残高は2,993百万円となり、前事業年度末に比べて674

百万円減少いたしました。この主たる要因は、現金及び預金が前事業年度末に比べ359百万円減少し

たこと、売上債権及びファクタリング方式により譲渡した売上債権の未収額の合計額が前事業年度末

に比べ465百万円減少したこと等によります。 

固定資産につきましては、当第３四半期会計期間末残高は911百万円となり、前事業年度末に比べ

て34百万円減少いたしました。この主たる要因は、有形固定資産が減価償却処理等により前事業年度

末に比べ30百万円減少したこと等によります。 

この結果、総資産は、前事業年度末に比べ708百万円減少し、3,904百万円となりました。 

（負債） 

当第３四半期会計期間末における流動負債の残高は1,036百万円となり、前事業年度末に比べて623

百万円減少いたしました。この主たる要因は、仕入債務が前事業年度末に比べ592百万円減少したこ

と等によります。 

固定負債につきましては、当第３四半期会計期間末残高は83百万円となり、前事業年度末に比べて

10百万円増加いたしました。この主たる要因は、役員退職慰労引当金が前事業年度末に比べ9百万円

増加したこと等によります。 

この結果、負債合計は、前事業年度末に比べ612百万円減少し、1,120百万円となりました。 

（純資産） 

当第３四半期会計期間末における純資産の残高につきましては、配当金の支払に伴う利益剰余金の

減少等により、前事業年度末に比べ96百万円減少し、2,784百万円となりました。 

  
（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財政上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  
（４）研究開発活動 

当第３四半期累計期間における研究開発費の総額は113百万円であります。 

なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注)  平成23年12月27日より、当社株式は名古屋証券取引所市場第二部に上場しております。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 28,000,000 

計 28,000,000 

種類
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成24年４月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年６月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,994,000 8,994,000 

大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 
名古屋証券取引所 
（市場第二部）

単元株式数は1,000株で
あります。 

計 8,994,000 8,994,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

  平成24年２月１日～ 
  平成24年４月30日 

― 8,994,000 ― 251,577 ― 282,269 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 
  

② 【自己株式等】 

 
  

該当事項はありません。 

  

  平成24年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 134,000

―
単元株式数は1,000株でありま
す。 

完全議決権株式(その他) 
 
普通株式 8,852,000 8,852 同  上 

単元未満株式 
 
普通株式 8,000 ― ― 

発行済株式総数 8,994,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 8,852 ― 

 平成24年４月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
ゼネラルパッカー株式会社 

愛知県北名古屋市
宇福寺神明65番地 134,000 ― 134,000 1.48 

計 ― 134,000 ― 134,000 1.48 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成24年２月１日か

ら平成24年４月30日まで)及び第３四半期累計期間(平成23年８月１日から平成24年４月30日まで)に係る

四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

当社には子会社がないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

３．四半期連結財務諸表について
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１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年７月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成24年４月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,623,897 1,264,850

受取手形及び売掛金 ※１  1,161,572 ※１  711,996

仕掛品 353,307 347,394

原材料及び貯蔵品 310,051 377,204

未収入金 ※２  170,422 ※２  197,501

その他 48,847 94,473

貸倒引当金 △9 △6

流動資産合計 3,668,091 2,993,414

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 557,202 532,650

土地 280,603 280,603

その他（純額） 18,937 13,145

有形固定資産合計 856,743 826,399

無形固定資産 14,572 12,416

投資その他の資産 74,018 72,475

固定資産合計 945,334 911,292

資産合計 4,613,426 3,904,707

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,226,967 634,390

未払法人税等 48,282 101

賞与引当金 － 23,304

役員賞与引当金 10,500 －

製品保証引当金 11,036 5,635

その他 362,708 372,936

流動負債合計 1,659,495 1,036,368

固定負債   

退職給付引当金 35,985 37,111

役員退職慰労引当金 37,300 46,700

固定負債合計 73,285 83,811

負債合計 1,732,781 1,120,180
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年７月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成24年４月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 251,577 251,577

資本剰余金 282,269 282,269

利益剰余金 2,378,550 2,269,393

自己株式 △43,016 △25,131

株主資本合計 2,869,380 2,778,107

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,572 4,070

評価・換算差額等合計 3,572 4,070

新株予約権 7,692 2,349

純資産合計 2,880,645 2,784,527

負債純資産合計 4,613,426 3,904,707
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(2)【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期累計期間 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年４月30日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成23年８月１日 
 至 平成24年４月30日) 

売上高 2,822,045 2,554,196

売上原価 2,109,048 1,914,131

売上総利益 712,996 640,064

販売費及び一般管理費 601,658 686,781

営業利益又は営業損失（△） 111,338 △46,716

営業外収益   

受取利息 1,355 1,082

受取配当金 124 115

設備賃貸料 2,400 －

その他 3,188 4,930

営業外収益合計 7,068 6,127

営業外費用   

支払利息 1,497 1,598

支払補償費 － 14,688

その他 0 80

営業外費用合計 1,497 16,367

経常利益又は経常損失（△） 116,909 △56,955

特別損失   

固定資産除却損 － 38

投資有価証券評価損 7,128 －

特別損失合計 7,128 38

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 109,781 △56,994

法人税、住民税及び事業税 53,301 619

法人税等調整額 △13,890 △19,541

法人税等合計 39,410 △18,921

四半期純利益又は四半期純損失（△） 70,370 △38,072
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【会計方針の変更等】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

当第３四半期累計期間
（自  平成23年８月１日  至  平成24年４月30日）

(会計方針の変更) 

第１四半期会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号  平成22年６月

30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号  平成22年６

月30日）を適用しております。 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・

オプションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正

な評価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。 

なお、これによる影響については、「１株当たり情報に関する注記」に記載しております。 

当第３四半期累計期間
(自  平成23年８月１日  至  平成24年４月30日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。 

（法人税率の変更等による影響） 

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法

律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置

法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から

法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延

税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の39.88％から、平成24年８月１日に開始する事業年度から平成

26年８月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については37.31％に、平成27年８月１日に開始

する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については34.94％となります。この税率変更により、繰延税金

資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は7,128千円減少し、その他有価証券評価差額金は309千円、

法人税等調整額は7,437千円それぞれ増加しております。 
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【注記事項】 

(四半期貸借対照表関係) 

 ※１  四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手

形が、四半期会計期間末残高に含まれております。 

  

 
  

 ※２  ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未収額 

  

 
  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

  

 
  

 
前事業年度

(平成23年７月31日)
当第３四半期会計期間
(平成24年４月30日)

受取手形 100,170千円 25,056千円

 
前事業年度

(平成23年７月31日)
当第３四半期会計期間
(平成24年４月30日)

未収入金 170,316千円 154,233千円

 (自  平成22年８月１日 
至  平成23年４月30日) 

前第３四半期累計期間
(自  平成23年８月１日 
至  平成24年４月30日) 

当第３四半期累計期間

減価償却費 39,379千円 34,982千円
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(株主資本等関係) 

前第３四半期累計期間(自  平成22年８月１日  至  平成23年４月30日) 

１  配当金支払額 

  

 
  

２  基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの 
  

該当事項はありません。 

  

当第３四半期累計期間(自  平成23年８月１日  至  平成24年４月30日) 

１  配当金支払額 

  

 
  

２  基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの 
  

該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

    前第３四半期累計期間(自  平成22年８月１日  至  平成23年４月30日)及び 

    当第３四半期累計期間(自  平成23年８月１日  至  平成24年４月30日) 

当社には関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

    前第３四半期累計期間(自  平成22年８月１日  至  平成23年４月30日)及び 

    当第３四半期累計期間(自  平成23年８月１日  至  平成24年４月30日) 

当社は、自動包装機械製造事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月22日 
定時株主総会 

普通株式 30,674 3.50 平成22年７月31日 平成22年10月25日 利益剰余金

平成23年３月４日 
取締役会 

普通株式 30,671 3.50 平成23年１月31日 平成23年４月６日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月25日 
定時株主総会 

普通株式 39,434 4.50 平成23年７月31日 平成23年10月26日 利益剰余金

平成24年３月６日 
取締役会 

普通株式 31,007 3.50 平成24年１月31日 平成24年４月６日 利益剰余金
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
（注）当第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの

１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

  

(会計方針の変更) 

当事業年度第１四半期会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第

２号  平成22年６月30日)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第４号  平成22年６月30日)を適用しております。 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するス

トック・オプションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・

オプションの公正な評価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更してお

ります。 

これらの会計基準等を適用しなかった場合の前第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額は、7円98銭であります。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目 (自  平成22年８月１日 
至  平成23年４月30日) 

前第３四半期累計期間
(自  平成23年８月１日 
至  平成24年４月30日) 

当第３四半期累計期間

(1) １株当たり四半期純利益金額又は 
    四半期純損失金額(△） 

8円03銭 △4円32銭

    (算定上の基礎) 

    四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)(千円) 70,370 △38,072

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額又は 
    四半期純損失金額(△)(千円) 70,370 △38,072

    普通株式の期中平均株式数(株) 8,763,406 8,809,624 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 7円99銭 ―

    (算定上の基礎) 

    四半期純利益調整額(千円) ― ―

    普通株式増加数(株) 41,084 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要 

― ―
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第51期(平成23年８月１日から平成24年７月31日まで)中間配当については、平成24年３月６日開催

の取締役会において、平成24年１月31日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間

配当を行うことを決議いたしました。 

①  配当金の総額                                  31,007千円 

②  １株当たりの金額                                ３円50銭 

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日    平成24年４月６日 

  

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成２４年６月６日

ゼネラルパッカー株式会社 

取締役会  御中 

 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

ゼネラルパッカー株式会社の平成２３年８月１日から平成２４年７月３１日までの第５１期事業年度の第３

四半期会計期間(平成２４年２月１日から平成２４年４月３０日まで)及び第３四半期累計期間(平成２３年

８月１日から平成２４年４月３０日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損

益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  
四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ゼネラルパッカー株式会社の平成２４年４月３０日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

 
有限責任監査法人トーマツ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    中    村    誠    一    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    山    崎    裕    司    印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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